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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　固有複屈折が０．１以上である樹脂からなるシートを、主として一軸方向に延伸して得
られる樹脂フィルムであって、
　フィルム内部に空隙を有し、
　可視光線に対する全光線透過率が５０～９０％、
　可視光線に対する透過ヘイズが１５～７０％、かつ
　可視光線に対する透過偏光度が２０～９０％である、偏光性拡散フィルム。
【請求項２】
　前記透過ヘイズは２５～６０％、前記透過偏光度は３０～９０％である、請求項１に記
載の偏光性拡散フィルム。
【請求項３】
　前記延伸軸と垂直な偏光に対する全光線透過率は、前記延伸軸と平行な偏光に対する全
光線透過率より１０％以上高い、請求項１または２に記載の偏光性拡散フィルム。
【請求項４】
　前記樹脂は、ポリエステル系樹脂、芳香族ポリエーテルケトン樹脂、または液晶性樹脂
である、請求項１～３のいずれか一項に記載の偏光性拡散フィルム。
【請求項５】
　固有複屈折が０．１以上である樹脂からなる発泡シートを準備する工程と、
　前記発泡シートを主として一軸方向に延伸する工程とを経て得られる、請求項１～４の
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いずれか一項に記載の偏光性拡散フィルム。
【請求項６】
　固有複屈折が０．１以上である樹脂からなり、内部に空隙を含まないシートを準備する
工程と、
　下記式（２）で表される温度Ｔにおいて、前記内部に空隙を含まないシートを一軸方向
に延伸すると同時に前記シートの内部に空隙を発生させる工程とを経て得られる、請求項
１～４のいずれか一項に記載の偏光性拡散フィルム。
　Ｔｇ－５０℃≦Ｔ≦Ｔｇ＋１０℃　（２）
（式（２）において、Ｔｇは前記樹脂のガラス転移温度を表す）
【請求項７】
　（Ａ）液晶バックライト用面光源、
　（Ｂ）少なくとも１の光学素子、および／またはエアギャップ
　（Ｃ）請求項１から６のいずれか１項に記載の偏光性拡散フィルム、ならびに
　（Ｄ）液晶セルを２以上の偏光板で挟んでなる液晶パネルを含み、かつ
　前記（Ａ）から（Ｄ）の各部材が上記の順に配置されてなる、液晶表示装置。
【請求項８】
　前記（Ｃ）偏光性拡散フィルムは、前記（Ｄ）液晶パネルに隣接して配置されている、
請求項７に記載の液晶表示装置。
【請求項９】
　前記（Ｃ）偏光性拡散フィルムは、前記（Ｄ）液晶パネルを構成する偏光板の光源側保
護フィルムを兼ねる、請求項７に記載の液晶表示装置。
【請求項１０】
　前記（Ｃ）偏光性拡散フィルムの延伸軸方向と、
　前記（Ｄ）液晶パネルを構成する偏光板であって前記光源側に配置される偏光板の吸収
軸方向とは、略平行である、請求項７～９のいずれか一項に記載の液晶表示装置。
【請求項１１】
　請求項１～４のいずれか一項に記載の偏光性拡散フィルムの製造方法であって、
　固有複屈折が０．１以上である樹脂からなる発泡シートを準備する工程と、
　前記発泡シートを主として一軸方向に延伸する工程と、
を含む、偏光性拡散フィルムの製造方法。
【請求項１２】
　請求項１～４のいずれか一項に記載の偏光性拡散フィルムの製造方法であって、
　固有複屈折が０．１以上である樹脂からなり、内部に空隙を含まないシートを準備する
工程と、
　下記式（２）で表される温度Ｔにおいて、前記内部に空隙を含まないシートを一軸方向
に延伸すると同時に前記シートの内部に空隙を発生させる工程と、
を含む、偏光性拡散フィルムの製造方法。
　Ｔｇ－５０℃≦Ｔ≦Ｔｇ＋１０℃　（２）
（式（２）において、Ｔｇは前記樹脂のガラス転移温度を表す）
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は偏光性拡散フィルムおよびこれを用いた液晶表示装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　液晶表示装置は、コンピューター、テレビ、携帯電話等の表示装置として、幅広く用い
られているが、表示特性の更なる向上や、消費電力を低減させたいという要求がある。こ
れらの要求に対する手段として、光源の光を適度に拡散させること、光源の光利用効率を
向上させることが知られている。光源の光を適度に拡散させると、液晶表示装置の視野角
を広げることや、輝度等の面内均一性を高めることが可能となる。また、光源の光利用効
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率が高くなると、液晶表示装置の全体の輝度を高めて明るい画質を得ること、消費電力を
低減させることが可能となる。
【０００３】
　例えば、特許文献１には、特定偏光ａを透過し、特定偏光とは直交する偏光ｂを反射す
る反射偏光子、およびこの反射偏光子を含む液晶表示装置が開示されている。この液晶表
示装置は、表示面側から順に、液晶セル、反射偏光子、バックライトおよび拡散反射板を
備える。この液晶表示装置は、まず、バックライトから発せられた光のうち、偏光ａは透
過され表示光となり、偏光ｂは反射偏光子で反射され反射光となる。次に、その反射され
た偏光ｂは、さらに拡散反射板で反射されるとともに、偏光状態がランダム化される。ラ
ンダム化された光のうち、偏光ａは、再度表示光として利用され、偏光ｂは再度反射光と
して利用されるので、光の利用効率が高まるとされる。この反射偏光子は、ポリエチレン
ナフタレートからなるフィルムＡと、酸成分としてナフタレンジカルボン酸およびテレフ
タル酸等を用いたコポリエステルからなるフィルムＢを多層に重ね合わせてなる。
【０００４】
　特許文献２には、第１の透明樹脂で構成された連続相に、第２の透明樹脂が粒子状に分
散してなるシートであって、特定偏光ａを透過し、特定偏光とは直交する偏光ｂを反射す
るシートが開示されている。このシートは二種類の樹脂を混合しながら押出成形して得ら
れる。
【０００５】
　また、特許文献３、４には、ヘイズ異方性を付与したライトガイド用のフィルムやシー
トが開示されている。このフィルムは、端面からの非偏光から、特定偏光のみを散乱出射
させられるので、フィルム端面から照射された光の利用効率を高められるとされる。この
フィルムは、フィラーを含むか、またはフィラーを含まないポリエチレンナフタレート等
のフィルムを一軸延伸して得られる。
【特許文献１】特表平９－５０６９８５号公報
【特許文献２】特開２０００－０７５６４３号公報
【特許文献３】特開平１１－２８１９７５号公報
【特許文献４】特開２００１－２６４５３９号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　特許文献１に記載の反射偏光子は、フィルムＡと、これとは化学構造の異なるフィルム
Ｂを多層に重ね合わせてなるため、製造方法が複雑であり、コストを低減することが困難
であった。また、拡散性能を持たせるためには、貼合や塗装するなどにより、拡散機能を
有する部材または層をさらに形成する必要があった。
　特許文献２に記載のシートはポリマーアロイにより製造されるため、製造方法が複雑で
あり、また、偏光特性や拡散性能を緻密に制御することが困難であった。
　特許文献３、４に記載されたフィルムまたはシートは、比較的光学特性を制御しやすい
方法で製造できるものの、端面から入射された光を導光する装置に用いられるものである
。よって、特許文献３、４に記載されたシートは、表面から入射された光のうち、特定偏
光を透過し、かつそれとは直交する偏光を反射するシートではなく、視野角を広げる機能
も無い。
【０００７】
　すなわち、製造が容易であって、フィルム表面から入射される光のうち特定方向の直線
偏光を効率よく透過するとともに、それとは直交する直線偏光を効率よく反射し、かつ、
拡散機能を有するフィルムが望まれていたが、従来、性能および製造容易性の両方におい
て満足のゆくフィルムは存在しなかった。
　このような事情に鑑み、本発明は、製造が容易であって、フィルム表面から入射される
光のうち特定方向の直線偏光を効率よく透過するとともに、それとは直交する直線偏光を
効率よく反射し、かつ、拡散機能を有するフィルムを提供することを目的とする。
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【課題を解決するための手段】
【０００８】
　発明者らは鋭意検討の結果、特定の樹脂からなり、内部に空隙を含むシートを、主とし
て一軸方向に延伸して得られる樹脂フィルムであって、特定の光学特性を有するフィルム
が前記課題を解決することを見出し、本発明を完成させた。すなわち、前記課題は、以下
の本発明により解決される。
【０００９】
　［１］固有複屈折が０．１以上である樹脂からなるシートを、主として一軸方向に延伸
して得られる樹脂フィルムであって、
　フィルム内部に空隙を有し、
　可視光線に対する全光線透過率が５０～９０％、
　可視光線に対する透過ヘイズが１５～７０％、かつ
　可視光線に対する透過偏光度が２０～９０％である、偏光性拡散フィルム。
　［２］前記透過ヘイズは２５～６０％、前記透過偏光度は３０～９０％である、［１］
に記載の偏光性拡散フィルム。
　［３］前記延伸軸と垂直な偏光に対する全光線透過率は、前記延伸軸と平行な偏光に対
する全光線透過率より１０％以上高い、［１］または［２］に記載の偏光性拡散フィルム
。
　［４］前記樹脂は、ポリエステル系樹脂、芳香族ポリエーテルケトン樹脂、または液晶
性樹脂である、［１］～［３］のいずれかに記載の偏光性拡散フィルム。
　［５］固有複屈折が０．１以上である樹脂からなるシートを発泡させる工程、および
　前記発泡シートを主として一軸方向に延伸する工程を経て得られる、［１］～［４］の
いずれかに記載の偏光性拡散フィルム。
　［６］前記シートを延伸する工程は、下記式（１）で表される温度Ｔにおいて前記シー
トを延伸する工程である、［１］～［４］のいずれかに記載の偏光性拡散フィルム。
　Ｔｇ－５０℃≦Ｔ≦Ｔｇ＋１０℃　　　（１）
（式（１）において、Ｔｇは前記結晶性樹脂のガラス転移温度を表す）
　［７］（Ａ）液晶バックライト用面光源、
　（Ｂ）少なくとも１の光学素子、および／またはエアギャップ、
　（Ｃ）［１］～［６］のいずれかに記載の偏光性拡散フィルム、ならびに
　（Ｄ）液晶セルを２以上の偏光板で挟んでなる液晶パネルを含み、かつ
　前記（Ａ）から（Ｄ）の各部材が上記の順に配置されてなる、液晶表示装置。
　［８］前記（Ｃ）偏光性拡散フィルムは、前記（Ｄ）液晶パネルに隣接して配置されて
いる、［７］に記載の液晶表示装置。
　［９］前記（Ｃ）偏光性拡散フィルムは、前記（Ｄ）液晶パネルを構成する偏光板の光
源側保護フィルムを兼ねる、［７］に記載の液晶表示装置。
　［１０］前記（Ｃ）偏光性拡散フィルムの延伸軸と、
　前記（Ｄ）液晶パネルを構成する偏光板であって前記光源側に配置される偏光板の吸収
軸方向とは、ほぼ同じである、［７］～［９］のいずれかに記載の液晶表示装置。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明により、製造が容易であって、フィルム表面から入射される光のうち特定方向の
直線偏光を効率よく透過するとともに、それとは直交する直線偏光を効率よく反射し、か
つ、拡散機能を有するフィルムを提供できる。このフィルムにより、視野角が広く高輝度
な液晶表示パネルも提供できる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１１】
　１．本発明の偏光性拡散フィルム
　偏光性拡散フィルムとは、偏光反射性と拡散性を兼ね備えたフィルムである。偏光反射
性とは、特定方向の直線偏光を、これと直交する直線偏光よりも多く透過させ、特定方向
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の直線偏光と直交する直線偏光をより多く反射する特性をいう。拡散性とは、透過光を拡
散させる特性をいう。すなわち、本発明の偏光性拡散フィルムとは、特定方向の直線偏光
を透過させるが、これと直交する直線偏光は反射して光入射側へ戻すという特性と、透過
した光を拡散するという特性を有する。
　本発明の偏光性拡散フィルムは、固有複屈折が０．１以上である樹脂からなるシートで
あって内部に空隙を含むシートを、主として一軸方向に延伸して得られる樹脂フィルムで
あって、内部に空隙を有し、可視光線に対する全光線透過率が５０～９０％、可視光線に
対する透過ヘイズが１５～９０％、かつ可視光線に対する透過偏光度が２０～９０％であ
ることを特徴とする。本発明において記号「～」はその両端の範囲を含む。
【００１２】
　固有複屈折は以下の式（２）で定義される。具体的な樹脂の固有複屈折については、例
えば特開２００４－３５３４７号公報に開示されている。
【００１３】
【数１】

　式（２）において、Δｎoは固有複屈折、ｎは平均屈折率、ＮAはアボガドロ数、ρは密
度、Ｍは分子量、α1は分子鎖方向の分極率、α2は分子鎖と垂直方向の分極率である。
【００１４】
　一般に、固有複屈折が高い樹脂は、延伸やその他の手段で分子鎖を配向させたときに複
屈折が大きくなるという特性を示す。固有複屈折が０．１以上である樹脂の例には、ポリ
エステル系樹脂、芳香族ポリエーテルケトン樹脂および液晶性樹脂が含まれる。
【００１５】
　ポリエステル系樹脂の具体例には、ポリエチレンテレフタレート、ポリエチレン－２，
６－ナフタレート、ポリプロピレンテレフタレート、ポリブチレンテレフタレートが含ま
れる。
【００１６】
　また、ポリエステル系樹脂の具体例には、前記ポリエステル樹脂の共重合体や、前記ポ
リステル樹脂にコモノマーとしてイソフタル酸、シクロヘキサンジメタノール、ジメチル
テレフタレートなどが０．１ｍｏｌ％以上含まれたものも含まれる。
【００１７】
　芳香族ポリエーテルケトン樹脂の具体例には、ポリエーテルエーテルケトンが含まれる
。
【００１８】
　液晶性樹脂の具体例には、エチレンテレフタレートとｐ－ヒドロキシ安息香酸の重縮合
体が含まれる。
【００１９】
　本発明の偏光性拡散フィルムは、可視光線に対する全光線透過率が５０～９０％、可視
光線に対する透過ヘイズが１５～７０％、かつ可視光線に対する透過偏光度が２０～９０
％である。
　本発明の「可視光線に対する全光線透過率」は、以下のように求められる。
　１）フィルム表面の法線方向から光が入射されるように、分光光度計の積分球にフィル
ムをセットする。次に、フィルム表面に分光光度計の光を照射し、波長範囲３８０～７８
０ｎｍにおいて１０ｎｍ毎の全光線透過率を測定する。
　２）前記フィルムを、フィルム表面を含む平面内で９０度回転させて、１）と同様の測
定を行う。
　３）前記１）と２）で得たデータを平均し、全光線透過データを得る。
　４）前記３）で得られた全光線透過データからＪＩＳ　Ｒ－３１０６に基づいて視感平
均値の全光線透過率を測定する。
　このように前記１）と２）で得たデータを平均すると、分光光度計の分光光がある程度
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偏光しているとしても、それを補正し、フィルム本来の特性を測定できるという利点があ
る。
　このように測定される可視光線に対する全光線透過率は、以下単に「本発明の全光線透
過率」とも呼ばれる。本発明の全光線透過率が前記の範囲にある偏光性拡散フィルムは、
高輝度な液晶表表示装置を与える。本発明の全光線透過率は、５０％以上であるが６５％
以上が好ましい。本発明の全光線透過率は、高いほど好ましいが、反射防止膜等を設けな
い限り、フィルム両面の表面反射のため、透過率は９０％以下になる。
【００２０】
　本発明の偏光性拡散フィルムは、可視光線に対する透過ヘイズが１５～９０％である。
本発明の「可視光線に対する透過ヘイズ」は、以下のように求められる。
　１）フィルム表面の法線方向から光が入射されるように、分光光度計にフィルムをセッ
トする。次に、フィルム表面に分光光度計の光を照射し、波長範囲３８０～７８０ｎｍに
おいて１０ｎｍ毎の平行光線透過率を測定する。
　２）前記フィルムを、フィルム表面を含む平面内で９０度回転させて、１）と同様の測
定を行う。
　３）前記１）、２）で得たデータをそれぞれ平均する。
　４）この平均データと、前述の全光線透過データを用いて、以下の式（３）から各波長
での透過ヘイズデータを求める。
　（１－平行線透過率／全光線透過率）×１００　　　・・・式（３）
　５）４）で得られた透過ヘイズデータからＪＩＳ　Ｒ－３１０６に基づいて視感平均値
の透過ヘイズを測定する。
【００２１】
　このように測定される可視光線に対する透過ヘイズは、以下単に「本発明の透過ヘイズ
」とも呼ばれる。本発明の透過ヘイズが前記の範囲にある偏光性拡散フィルムは、ムラが
少なく均一な輝度の液晶表表示装置を与える。本発明の透過ヘイズは、高いほど拡散性が
高くなるが、高すぎると光線損失などにより全光線透過率が低くなりすぎるので、１５～
７０％とする必要があり、２５～６０％がより好ましい。
【００２２】
　本発明の偏光性拡散フィルムは、可視光線に対する透過偏光度が２０～９０％である。
本発明の「可視光線に対する透過偏光度」は、以下のように求められる。
　１）分光光度計の積分球の試験片設置部の手前に、偏光板表面の法線方向から光が入射
されるように偏光板をセットする。すなわち、試験片に対して、偏光板の吸収軸に対して
垂直な直線偏光が入射されるようにする。
　２）試験片であるフィルムの延伸軸が、前記直線偏光の偏光方向と平行になるようにし
て、フィルムを偏光板に密着させてセットする。次に、前記直線偏光を照射し、波長範囲
３８０～７８０ｎｍにおいて１０ｎｍ毎の全光線透過率を測定する。
　３）前記フィルムを、フィルム表面を含む平面内で９０度回転させる。続いて２）と同
様の測定を行う。
　４）前記２）で得たデータを偏光板の全光線透過率で除し、ＪＩＳ　Ｒ－３１０６に基
づいて延伸軸に平行な偏光の全光線透過率ＴＰを求める。
　５）同様に前記３）で得たデータから、延伸軸と垂直な偏光の全光線透過率ＴＶを求め
る。
　さらに、ＴＰ、ＴＶから、以下の式（４）に基づいて透過偏光度を算出する。
【００２３】
【数２】
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【００２４】
　このように測定される可視光線に対する透過偏光度は、以下単に「本発明の透過偏光度
」とも呼ばれる。
　本発明の透過偏光度は、「フィルムの延伸軸に垂直な偏光Ｖ」と「フィルムの延伸軸に
平行な偏光Ｐ」の透過の差を表す一つの指標である。すなわち、本発明の偏光性拡散フィ
ルムは、偏光Ｖを選択的に透過させ、偏光Ｐはフィルムの光線入射側へ反射により選択的
に戻すという特徴を有する。
　本発明の透過偏光度は、２０～９０％であるが、３０～９０％が好ましい。特に、ＴＶ

がＴＰよりも１０％以上高いと、より表示特性に優れた液晶表示装置が得られる。
【００２５】
　本発明の全光線透過率、透過ヘイズおよび透過偏光度は、例えば、日立ハイテクノロジ
ーズ社製分光光度計Ｕ－４１００と必要に応じて１５０φ積分球付属装置を用いて測定す
ることができる。
【００２６】
　本発明の偏光性拡散フィルムの厚みは、フィルムとしての扱い易さ、巻き易さの観点な
どから、２０～２５０μｍであることが好ましく、３０～１５０μｍがより好ましい。す
なわち、可視光線に対する透過偏光度等の光学特性を満たしつつ、さらにフィルム厚が前
記の範囲である偏光性拡散フィルムは、光学特性、取り扱い性に優れる。
【００２７】
　製造方法に関しては後で詳しく述べるが、本発明の偏光性拡散フィルムは、固有複屈折
が０．１以上である樹脂からなり、内部に空隙を含むシートを、主として一軸方向に延伸
して得られる。このようにして得られた本発明の偏光性拡散フィルムは、フィルム内部に
空隙を有する。
　空隙とは、セルともいい、フィルム等の内部に形成された微小な空間である。空間の内
部はフィルムの製造過程で真空であっても、特定の気体を含んでいてもよいが、最終的に
は空気で置換されることになる。
【００２８】
　本発明の偏光性拡散フィルムに含まれる空隙の形状は、球または楕円体あるいはこれら
の扁平形状、さらにまたは針状でもよい。しかしながら、本発明においては、主として一
軸方向に延伸して本発明の偏光性拡散フィルムを得るため、空隙は延伸方向に伸びた（概
ね延伸方向に長軸を有する）楕円体あるいは針状の形状となる。空隙の大きさは、平均径
（「平均セル径」ともいう）にして０．１～２μｍが好ましく、０．１～１μｍがより好
ましい。平均径は、フィルムの密度を測定し、密度より計算される空隙の体積から、空隙
を球としてその直径を算出することによって求めることができる。特に、フィルムの表面
および延伸方向に対して垂直な断面での空隙の平均断面径（延伸方向垂直）は、１μｍ以
下が好ましく、０．１μｍ以下がより好ましい。この平均断面径（延伸方向垂直）は、公
知のフィルム断面観察により得られる断面像より空隙の平均面積を算出し、その面積から
空隙を円としてその直径を計算することによって求められる。
【００２９】
　空隙は、フィルム中に均一に分散していることが好ましい。また、空隙の数は、所望さ
れるフィルムの厚みや空隙の大きさと得ようとする透過偏光度等の光学特性にもよるが、
フィルムの単位体積当たりの空隙の数（「空隙密度」または「セル密度」ともいう）にし
て、１×１０６～２×１０１１（個／ｃｍ３）であることが好ましい。
【００３０】
　本発明の効果が得られる理由は必ずしも明らかではないが、本発明の偏光性拡散フィル
ムは、特定の複屈折を有する樹脂からなるシートを主として一軸方向に延伸することによ
り生じる分子鎖の配向と、フィルム内部に存在する屈折率の異なるセルとが混在するため
と推定される。
　また、前記シートが結晶性の樹脂からなるものの非晶性である場合は、後述するように
フィルム内に微結晶が形成されることがある。この場合は、前記分子鎖の配向、屈折率の
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異なるセル、およびこの微結晶により本発明の効果が奏されると考えられる。結晶性の樹
脂からなるものの非晶性であるシートは、以下「過冷却状態のシート」とも呼ばれる。
【００３１】
　２．本発明の偏光性拡散フィルムの製造方法
　本発明の偏光性拡散フィルムは、以下の方法ＡまたはＢで製造されることが好ましい。
　［方法Ａ］
　（Ａ１）固有複屈折が０．１以上である樹脂からなり、内部に空隙を含むシートを準備
する工程、
　（Ａ２）前記シートを主として一軸方向に延伸する工程とを含む方法。
【００３２】
　［方法Ｂ］
　（Ｂ１）固有複屈折が０．１以上である樹脂からなり、内部に空隙を含まないシートを
準備する工程、
　（Ｂ２）比較的低い温度で一軸方向に延伸して同時に内部に空隙を発生させる方法。
　すなわち、本発明の偏光性拡散フィルムは、「シートを準備する工程」と「そのシート
を延伸する工程」を経て製造される。以下に、それぞれの工程について説明する。
【００３３】
　（１）シートを準備する工程
　［方法Ａの（Ａ１）の工程］
　本工程では、固有複屈折が０．１以上である樹脂からなるシートであって内部に空隙を
含むシートを準備する。このシートは、具体的には以下のいずれかの方法で準備すること
が好ましい。
　１）市販のものを購入する。
　２）固有複屈折が０．１以上である樹脂からなり、内部に空隙を有しないシート（以下
「未発泡シート」ともいう）を発泡させる。
　３）固有複屈折が０．１以上である樹脂を、押出機を用いて発泡させながら単層または
多層に押し出してシートを得る。
【００３４】
　２）の方法は、未発泡シートを高圧ガス下に放置し、ガスをフィルムに含浸させること
により行ってよい。例えば、高圧容器にフィルムを入れ、次いで高圧状態の二酸化炭素を
注入し、フィルムに二酸化炭素を十分に含浸させればよい。このとき容器内の圧力および
温度を適宜調整することで、所望の大きさと量の空隙をフィルム内部に形成できる。この
ときの温度は、選択する樹脂の本発明のセル径とセル密度を満足する発泡に適する温度、
例えばポリエチレンテレフタレート樹脂（「ＰＥＴ樹脂」ともいう）では１０～３０℃、
圧力は１～１０ＭＰａ、含浸する時間は１～５時間が好ましい。
　未発泡シートは、市販のものを購入して準備してもよいし、固有複屈折が０．１以上で
ある樹脂を押出機で単層あるいは多層に押し出して得てもよい。
【００３５】
　３）の方法は、２）のガス発泡を、押出機を用いて連続的に実施する方法である。具体
的には、押出機のシリンダー内に高圧のガスを注入して樹脂にそのガスを十分に溶解させ
、さらに圧力を保持したままダイス出口より押し出して発泡したシートを得る。公知の発
泡剤としては、二酸化炭素が好ましい。
【００３６】
　固有複屈折が０．１以上である樹脂は、既に述べたとおりであるが、中でも、加工性、
光学特性に優れ、かつ低コストであるため、ポリエチレンテレフタレート、ポリエチレン
ナフタレートが好ましい。
【００３７】
　方法Ａの（Ａ１）工程で得られるシートに含まれる空隙の平均径は、方法Ａの（Ａ２）
工程後に得ようとする偏光性拡散フィルムに含まれる空隙の大きさによって主に決定され
るが、０．１～１．３μｍであることが好ましい。また、方法Ａの（Ａ１）工程で得られ
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るシートのセル密度は、延伸工程の前後でほとんど変わらないため、前述のとおり、１×
１０６～２×１０１１（個／ｃｍ３）であることが好ましい。
【００３８】
　［方法Ｂの（Ｂ１）の工程］
　本工程では、固有複屈折が０．１以上である樹脂からなるシートであって内部に空隙を
含まないシートを準備する。このシートは、具体的には以下のいずれかの方法で準備する
ことが好ましい。
　１）市販のものを購入する。
　２）固有複屈折が０．１以上である樹脂を、押出機を用いて単層または多層に押し出し
てシートを得る。
【００３９】
　方法Ａの（Ａ１）工程、または方法Ｂの（Ｂ１）工程で準備されるシートは、非晶性で
あることが好ましい。このシートが結晶化している場合、その結晶粒は大きいことがあり
、偏光性拡散フィルムとしたときに所望の光学特性が得られなかったり、結晶化度が高す
ぎて方法Ａの（Ａ２）工程または方法Ｂの（Ｂ２）工程での延伸が困難になることがある
。
　特に、方法Ａの（Ａ１）工程または方法Ｂの（Ｂ１）工程で準備される非晶性のシート
は、樹脂が過冷却状態にあるために非晶性であることが好ましい。過冷却状態のシートは
、方法Ａの（Ａ２）工程または方法Ｂの（Ｂ２）工程においてフィルム内部に微結晶を与
えることがある。内部に微結晶が含まれるフィルムは、より偏光拡散性に優れた偏光性拡
散フィルムとなりうるからである。
【００４０】
　方法Ａの（Ａ１）工程または方法Ｂの（Ｂ１）工程で準備されるシートの厚みは、主と
して（Ａ２）または（Ｂ２）工程の延伸後に得ようとする偏光性拡散フィルムの厚みと延
伸倍率によって決定されるが、５０～５００μｍ程度が好ましい。
【００４１】
　（２）シートを延伸する工程
　［方法Ａの（Ａ２）の工程］
　本工程は、前記方法Ａ（１）の工程で得たシートを主として一軸方向に延伸する。「主
として一軸方向に延伸」とは、延伸方向が一軸方向であるものの、選択する設備等によっ
ては延伸方向と異なる方向に、実質的に延伸されたことと同様の作用が生じてもよいこと
を意味する。延伸方向と異なる方向とは、例えば、延伸方向に垂直な方向を意味する。
　一軸延伸には、延伸前の原反４辺のうちの相対する２辺を固定して行う「横フリー一軸
延伸」と、原反の４辺をクランプ（固定）して一軸延伸する「横固定一軸延伸が存在する
。「横フリー一軸延伸」では、延伸方向に垂直な方向の両端はフリーな状態にあるので、
ポアソン変形により収縮する。よって、横フリー一軸延伸においては、延伸方向に垂直な
方向は延伸されない。一方、「横固定一軸延伸」においては、延伸方向に垂直な方向の端
部は固定されているので収縮できず、延伸方向に垂直な方向も僅かではあるが、実質的に
延伸されたこととなる。通常、純然たる一軸延伸というと、「横フリー一軸延伸」を指す
ことが多いが、本発明においては、いずれの方法を用いてもよい。
　すなわち、「主として一軸方向に延伸」とは、横フリー一軸延伸および横固定一軸延伸
を含む。横フリー一軸延伸の例には、ロール延伸法等が含まれ、横固定一軸延伸には、バ
ッチ延伸機を用いた延伸や、テンター法による延伸が含まれる。
【００４２】
　また、「主として一軸方向に延伸」とは、本発明の効果を損なわない程度に、前記以外
の方法で意図的に二軸延伸してもよいことを意味する。
【００４３】
　方法Ａの（Ａ２）の工程は、シートを加熱しながら延伸するか、シートを予熱した後に
延伸することが好ましい。フィルムに過剰な力をかけることなく延伸できるからである。
この際の温度は、樹脂のガラス転移温度Ｔｇと、融解温度Ｔｍに対して以下の値を満足す
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ることが好ましい。
Ｔｇ＋１０≦Ｔ≦Ｔｍ－１０℃　　・・・（１）
【００４４】
　ガラス転移温度は、シートまたはその原料とした樹脂を示差走査熱量分析（ＤＳＣ）し
て求めることが好ましい。示差走査熱量分析（ＤＳＣ）はＪＩＳ　Ｋ７１２２に準拠して
行ってよい。
　加熱する温度Ｔが、前記式の上限を超えると、シートが軟化しすぎて、分子鎖を十分に
配向できないことがある。また、温度Ｔが前記上限を超えると、空隙が破損されることが
ある。一方、温度Ｔが前記式の下限、すなわちガラス転移温度＋１０℃未満であると、延
伸負荷が増大し、均一に延伸されたフィルムが得られないことがある。
【００４５】
　［方法Ｂの（Ｂ２）の工程］
　方法Ｂは、シートを比較的低い温度に加熱して高い降伏点を持つ条件下で構造の破壊に
より空隙を発現するように延伸する方法である。この際、シートを加熱しながら延伸して
もよいし、シートを予熱した後に延伸してもよい。その温度Ｔは、樹脂のガラス転移温度
Ｔｇに対して以下の値を満足することが好ましい。
　Ｔｇ－５０℃≦Ｔ≦Ｔｇ＋１０℃　　・・・（２）
　加熱する温度Ｔが、前記式の上限を超えると、空隙が十分に発現しない場合が多く、ま
た温度Ｔが前記式の下限以下の場合は延伸負荷が高すぎて均一な延伸が不可能となる。
　（Ｂ２）工程における延伸は、（Ａ２）で述べたとおりに行ってよい。
【００４６】
　（Ａ２）および（Ｂ２）工程において、シートが過冷却の状態にある場合は、加熱され
ることによりシートが結晶化する場合がある。シートの結晶化は、より偏光拡散性に優れ
た偏光性拡散フィルムを与えうるため好ましいが、結晶化が進みすぎると延伸負荷が大き
くなり、均一なフィルムが得られないことがある。
　そのため、延伸工程後に得られるフィルムの結晶化度は３０％以下が好ましい。結晶化
度は、密度法やＸ線回折法により求めることができる。
【００４７】
　（Ａ２）および（Ｂ２）工程における予熱温度は、前述の式を満たす温度であれば特に
限定されないが、特に（Ａ２）工程での延伸時には、極端にシートが軟化しない程度の範
囲で適宜選択される。
　また、シートが過冷却の状態である場合は、予熱によってシートが結晶化することがあ
るため、前述のとおり、予熱温度は結晶化しすぎない範囲で決定される必要がある。例え
ば、ポリエチレンテレフタレートからなるシートの場合は、（Ａ２）工程での予熱温度は
９０～２４０℃が好ましい。
【００４８】
　予熱のために加熱する時間（「予熱時間」ともいう）は、シートを所定の温度まで加熱
できるに十分な時間以上であればよい。しかし一方で、長時間加熱すると、シートが劣化
することがある。また、シートが過冷却状態にある場合に長時間加熱すると、シートが過
度に結晶化することがある。このような観点から、予熱時間は、例えば、ポリエチレンテ
レフタレートからなるシートの場合、０．１～１０分が好ましい。
【００４９】
　（Ａ２）および（Ｂ２）工程における延伸速度は特に限定されないが、１０～５００％
／ｓｅｃが好ましく、２０～３００％／ｓｅｃがより好ましい。延伸速度が速いと、延伸
応力が増大して設備への負担が大きくなり、結果として均一な延伸が行いにくくなること
がある。一方、延伸速度が遅いと、生産速度が極端に遅くなるため、生産性が低下するこ
とがある。
　延伸速度とは、サンプルの変形速度を指し、初期のサンプル長さをＬｏとし、時間ｔ後
における延伸されたサンプルの長さをＬとしたとき、以下の式で表される。
　　延伸速度（％／ｓｅｃ）＝（Ｌ－Ｌｏ）／Ｌｏ／ｔ×１００　　・・・（５）
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【００５０】
　（Ａ２）および（Ｂ２）工程における延伸倍率も、選択する樹脂により幅があり特に限
定されないが、ポリエステル系樹脂の場合は２～１０倍が好ましい。延伸倍率が大きいと
、延伸切れが発生しやすくなる。延伸倍率が小さいと、十分な分子鎖の配向が得られない
ことがある。
【００５１】
　３．液晶表示装置
　本発明の液晶表示装置は、
　（Ａ）液晶バックライト用面光源、
　（Ｂ）少なくとも１の光学素子、および／またはエアギャップ
　（Ｃ）本発明の偏光性拡散フィルム、ならびに
　（Ｄ）液晶セルを２以上の偏光板で挟んでなる液晶パネルを含み、かつ
　前記（Ａ）から（Ｄ）の各部材が上記の順に配置されてなることを特徴とする。
【００５２】
　（Ａ）液晶バックライト用面光源
　液晶バックライト用面光源には、公知の光源を導光板側面に配設したサイドライト型面
光源、あるいは、拡散板下に公知の光源を配列させた直下型面光源を用いてよい。公知の
光源の例には、冷陰極管（ＣＣＦＬ）や熱陰極管（ＨＣＦＬ）、外部電極蛍光管（ＥＥＦ
Ｌ）、平面蛍光管（ＦＦＬ）、発光ダイオード素子（ＬＥＤ）、有機エレクトロルミネッ
センス素子（ＯＬＥＤ）が含まれる。
【００５３】
　（Ｂ）光学素子、および／またはエアギャップ
　ここでいう光学素子とは、液晶バックライト用面光源からの光を拡散する素子である。
その例には、プリズムシート、マイクロレンズシート、および、フィラーまたはビーズ含
有のバインダーを塗装した拡散フィルムが含まれる。
　エアギャップとは、液晶バックライト用面光源と本発明の偏光性拡散フィルムの間に設
けられる空気層である。この空気層は液晶バックライト用面光源と偏光性反射フィルムの
間に反射界面を設け、また、液晶バックライト用面光源からの光を拡散する役割を担う。
エアギャップの例には、プリズムシートの凹部に形成される空気層が含まれる。
【００５４】
　（Ｄ）液晶セルを２以上の偏光板で挟んでなる液晶パネル
　液晶セルは、二枚の基板の間にシールされた液晶を含む装置である。基板は、公知の材
料で構成されればよく、その例には、ガラス板、プラスチックフィルムが含まれる。
　偏光板も公知の材料で構成されていればよく、その例には、二色性色素を用いた二色性
偏光板が含まれる。
【００５５】
　前記（Ａ）から（Ｄ）の各部材は、（Ａ）～（Ｄ）の順に配置されていることが好まし
い。図１は、本発明の液晶表示装置の一例を示す分解図である。図１中、１０は液晶セル
、２０は上部偏光板、２１は下部偏光板であり、これらにより（Ｄ）液晶パネルが構成さ
れる。３０は（Ｃ）偏光性拡散フィルム、４０はビーズ塗布型拡散フィルム等の（Ｂ）光
学素子である。５０は導光板、６０は反射シート、７０は光源であり、（Ａ）サイドライ
ト型の液晶バックライト用面光源を構成する。
【００５６】
　図２は、本発明の液晶表示装置の表示機構を説明する図である。図２中、３０は偏光性
拡散フィルムであり、延伸軸が紙面水平となるように配置されている。図２においては、
紙面水平の偏光は、延伸軸に平行であるので「偏光Ｐ」と、紙面垂直の偏光は、延伸軸に
垂直であるので「偏光Ｖ」と称する。
　図２における偏光性拡散フィルム３０は、延伸軸に垂直な偏光を透過し、延伸軸と平行
な偏光を反射する性能を有するとする。２１は下部偏光板であり、吸収軸が紙面水平とな
るように配置されている。１００は光源からの非偏光である。１０１は偏光Ｖ、１０２は
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偏光Ｐ、１０３は偏光Ｖ、１０４は反射光である。
【００５７】
　まず、光源から非偏光１００が発せられ、偏光性拡散フィルム３０に到達する。非偏光
１００に含まれる偏光Ｖは、偏光性拡散フィルム３０を透過し、偏光Ｖ１０１となる。こ
の偏光Ｖ１０１は、下部偏光板２１に吸収されずに透過し、表示光となる。この偏光Ｖ１
０１は偏光を維持したまま光線出射方向に拡散している為、広い視野角において表示光が
得られる。
【００５８】
　非偏光１００に含まれる偏光Ｐは、偏光性拡散フィルム３０に到達すると、一部は拡散
により透過されて偏光Ｐ１０２となり、その余は概ね反射される。この反射により偏光Ｐ
の大部分は偏光Ｖ１０３となる。偏光Ｐ１０２は、下部偏光板２１で吸収される。
　一方、偏光Ｖ１０３は、さらに光学素子や反射シート（いずれも図示せず）で反射され
るとともに偏光が解消され、反射光１０４となる。反射光１０４は、非偏光１００として
再利用される。
　本発明の液晶表示装置は、このような機構により、光が再利用できるので、視野角を広
げつつ輝度を高くすることが可能となる。
【００５９】
　図２に示す装置においては、偏光性拡散フィルム３０は、延伸軸が下部偏光板２１の吸
収軸とほぼ平行となるように設置されることが好ましい。表示光の量を多くし、かつ光の
利用効率を高められるからである。すなわち、延伸軸に垂直な偏光Ｖを透過しやすいタイ
プの偏光性拡散フィルム３０は、延伸軸と下部偏光板２１の吸収軸とが、ほぼ平行となる
ように配置されることが好ましい。
【００６０】
　本発明の液晶表示装置において、（Ｃ）偏光性拡散フィルムは、前記（Ｄ）液晶パネル
に隣接して配置されることが好ましい。このような構成とすると、従来の液晶表示装置に
含まれていた、（Ｂ）と（Ｄ）の間の「上拡散フィルム」等を省略することができる。す
なわち、本発明の偏光性拡散フィルムは、優れた偏光拡散性を有するので、上拡散フィル
ム等の部材を含まずとも、輝度ムラの少ない液晶用表示装置を与える上に、輝度を向上す
ることができる。
　もちろん、（Ｃ）偏光性拡散フィルムと（Ｄ）液晶パネルの間に他のフィルムを配置し
てもよいが、この場合は、当該他のフィルムは、（Ｃ）からの偏光Ｖをあまり乱さないフ
ィルムとする必要がある。
【００６１】
　また一般に、偏光板はその表面を保護するためにフィルムを有する。しかし、本発明の
液晶表示装置においては、（Ｃ）偏光性拡散フィルムを、液晶パネルを構成する偏光板で
あって、光源側に配置される偏光板（下部偏光板）の保護フィルムと兼ねて用いてよい。
すなわち、本発明の（Ｃ）偏光性拡散フィルムは、偏光板と一体化されて「偏光性拡散機
能付きの偏光板」とされてもよい。通常、偏光板の偏光子は一軸延伸で製造され、延伸方
向が吸収軸である。そのため、（Ｃ）偏光性拡散フィルムと、偏光子をロールを用いてロ
ール・ツー・ロールにて貼り合わせれば、容易に「偏光性拡散機能付きの偏光板」を製造
できる。
【００６２】
　従来の液晶表示装置は、輝度向上、輝度ムラ低減、視野角向上のいずれか、あるいは、
これらの全部を達成するために、（Ａ）と（Ｄ）の間に次の部材を含んでいる。
　１枚乃至複数枚の拡散フィルム、
　１枚乃至複数枚の拡散フィルムと１枚乃至複数枚のプリズムシート、または
　１枚乃至複数枚の拡散フィルムと１枚乃至複数枚のプリズムシートと１枚の上拡散フィ
ルム。
　あるいは、従来の液晶表示装置は、拡散フィルムの代わりにマイクロレンズフィルムを
用いる装置もあり、さらには（Ｄ）に隣接して偏光反射フィルム（住友スリーエム社製Ｄ
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ＢＥＦ等）を設けた装置も存在する。
　しかしながら、本発明の液晶表示装置は、優れた偏光拡散性を有するので、プリズムシ
ートや上拡散フィルム、ＤＢＥＦ等の部材を含まずとも、低コストに高輝度かつ広視野角
で輝度ムラの少ない液晶用表示装置を与える。
【００６３】
　以上から、本発明の（Ｃ）偏光性拡散フィルムを用いると、従来液晶表示装置の構成部
材として使用されていた部材を省略できる。部材が省略された液晶用表示装置は、低コス
トであり、かつ薄型であるという利点がある。
【００６４】
　本発明の偏光性拡散フィルムは、紫外線をカットするための公知の紫外線吸収剤、難燃
性向上のための公知の難燃剤、耐光性向上のための公知の耐光剤、表示装置の画質を調整
するための色剤を適量含んでいてもよい。また、偏光性拡散フィルムは表面に、公知の易
接着処理や易滑処理が施されていてもよい。さらに偏光性拡散フィルムは、公知の処理方
法により反射防止処理やアンチニュートンリング処理、帯電防止処理、ハードコート処理
が施されていてもよい。
【実施例】
【００６５】
　（実施例１）
　帝人化成社製Ａ－ＰＥＴシート　ＦＲ（表面処理なし、厚み３３０μｍ）を、９０×９
０ｍｍの大きさに裁断した原反シートを準備した。この原反シートを容積１Ｌの高圧容器
に入れ、さらに温度２０℃の超臨界ＣＯ２を前記高圧容器に注入した。この際、容器内の
圧力が常に５ＭＰａになるように超臨界ＣＯ２の注入量を調整し、この状態を２時間保持
した。容器内の初期の圧力上昇による温度変化を抑えるため、容器そのものを温度調節し
、常に高圧容器内の温度が２０℃となるようにした。
　その後、容器にある排出口を開いてＣＯ２を排出し、約１０秒かけて容器内の圧力を大
気圧まで下げた。次いで容器から原反シートを取り出し、７０×７０ｍｍの大きさに裁断
した。この原反の発泡状態を走査型電子顕微鏡で観察したところ、空隙（セル）の平均セ
ル径は１μｍ、セル密度は１×１０１０個／ｃｍ３であった。
　この原反の４辺をクランプに挟み、ＭＤ方向が延伸方向となるようにして、二軸延伸装
置（岩本製作所社製、高分子フィルムＢＩＸ－７０３型）に固定した。続いて、この原反
を、温度１２０℃で２分間予熱した後、延伸速度５０ｍｍ／秒、延伸倍率４倍の条件で横
固定一軸延伸して厚さ９０μｍのフィルムを得た。
【００６６】
　（実施例２）
　実施例１と同様にして発泡したＡ－ＰＥＴシートを準備し、７０×７０ｍｍの大きさに
裁断した。この原反の４辺をクランプに挟み、ＭＤ方向が延伸方向となるようにして、二
軸延伸装置（岩本製作所社製、高分子フィルムＢＩＸ－７０３型）に固定した。続いて、
この原反を、温度９０℃において、延伸速度５０ｍｍ／秒、延伸倍率４倍の条件で横固定
一軸延伸して厚さ８９μｍのフィルムを得た。
【００６７】
　（比較例１）
　帝人化成社製Ａ－ＰＥＴシート　ＦＲ（表面処理なし、厚み３３０μｍ）を、７０×７
０ｍｍの大きさに裁断し原反シートを準備した。この原反の４辺をクランプに挟み、ＭＤ
方向が延伸方向となるようにして、二軸延伸装置（岩本製作所社製、高分子フィルムＢＩ
Ｘ－７０３型）に固定した。続いて、この原反を、温度１１６℃で４分間予熱した後、延
伸速度２４ｍｍ／秒、延伸倍率４倍の条件で、横固定一軸延伸して厚さ８８μｍのフィル
ムを得た。
【００６８】
　（比較例２）
　実施例１と同様にして、発泡したＡ－ＰＥＴシートを準備した。ただし、高圧容器に注
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入する超臨界ＣＯ２および高圧容器の温度は７０℃、圧力は２０ＭＰａ、保持時間は３時
間とした。このシートの発泡状態を走査型電子顕微鏡で観察したところ、空隙の平均セル
径は１．５μｍ、セル密度は２×１０１０個／ｃｍ３であった。
　続いて、このシートを原反として、実施例１と同様に一軸延伸して厚さ９１μｍのフィ
ルムを得た。ただし、延伸における予熱温度は１４０℃とした。
【００６９】
　このようにして得たフィルムの光学特性を測定し、表１に示した。光学特性は既に述べ
たとおりに測定された。測定は、日立ハイテクノロジーズ社製分光光度計Ｕ－４１００と
１５０φ積分球付属装置を用いて、既に述べたとおりに行った。
【００７０】
【表１】

【００７１】
　実施例１、２で得られた偏光性拡散フィルムは、全光線透過率、透過ヘイズ、透過偏光
度とも高い値を示した。一方、比較例１、２で得られた延伸フィルムは、透過偏光度が２
０％未満であった。
【００７２】
　（実施例３）
　１０．４型ＶＡ方式ＴＦＴ液晶表示装置（京セラ社製）のバックライトユニット（冷陰
極管２灯サイドライト型）の導光板主面上の構成を、以下のように変更した液晶表示装置
を用意した。
　導光板側の上にビーズ塗布型拡散フィルム（光拡散面と反対面を光入射側としたときの
全光線透過率５８％、透過ヘイズ９１％）を配置し、その上に実施例１の偏光性拡散フィ
ルムを配置した。
　この時、偏光性拡散フィルムは、延伸軸が液晶パネルの下部偏光板の吸収軸と略同じと
なるようにして、ビーズ塗布型拡散フィルムの中央部に配置された。ビーズ塗布型拡散フ
ィルムの、偏光性拡散フィルムが配置された以外の部位は黒色シートにてマスク遮光され
た。
【００７３】
　（実施例４）
　実施例１の偏光性拡散フィルムの代わりに、実施例２の偏光性拡散フィルムを用いた以
外は、実施例３と同様に液晶表示装置を用意した。
【００７４】
　（実施例５）
　１０．４型ＶＡ方式ＴＦＴ液晶表示装置（京セラ社製）の一部を以下のとおりに変更し
た液晶表示装置を準備した。
　まず、液晶表示装置パネルの下部偏光板の光源側保護フィルムを剥離した。露出した下
部偏光板の中央部にアクリル系透明粘着材シート（厚さ１５μｍ）を介して実施例１の偏
光性拡散フィルムを貼り付けた。下部偏光板のフィルムが貼り付けられた部分以外は、黒
色シートにてマスク遮光された。この時、該偏光板の吸収軸と偏光性拡散フィルムの延伸
軸は略同じとなるようにされた。
【００７５】
　また、バックライトユニットの導光板主面上の構成を、導光板側から順にビーズ塗布型
拡散フィルム（光拡散面と反対面を光入射側としたときの全光線透過率５８％、透過ヘイ
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ズ９１％）のみとした、液晶表示装置を用意した。この基準用液晶表示装置は、各実施例
で得た液晶表示装置と同じ開口位置、開口寸法の黒色シート製遮光マスクが、ビーズ塗布
型拡散フィルムの上に配設された。
【００７６】
　（比較例３）
　実施例１の偏光性拡散フィルムの代わりに、比較例１の延伸フィルムを用いた以外は、
実施例５と同様にして液晶表示装置を用意した。
【００７７】
　（比較例４）
　実施例１の偏光性拡散フィルムの代わりに、比較例２の延伸フィルムを用いた以外は、
実施例５と同様にして液晶表示装置を用意した。
【００７８】
　（比較例５）
　実施例１の偏光性拡散フィルムの代わりに、ビーズ塗布型拡散フィルム（光拡散面と反
対面を光入射側としたときの全光線透過率８７％、透過ヘイズ４８％）を用いた以外は、
実施例５と同様にして液晶表示装置を用意した。
【００７９】
　次に、実施例３～５および比較例３～５で得た液晶表示装置の正面輝度および斜め方向
輝度を以下の方法で測定した。
　具体的には、各例で得た液晶表示装置を、色彩輝度計（トプコンテクノハウス社製ＢＭ
－７）のＸ・Ｙ・θステージに設置し、偏光性拡散フィルムを配置した表示面中央部の輝
度を視野角１°で測定した。このとき、表示面の法線方向と色彩輝度計の測定軸を一致さ
せた場合の正面輝度と、液晶表示装置を表示面の法線方向と色彩輝度計の測定軸が４０°
となる４０°方向輝度、６０°となる６０°方向輝度を測定した。
【００８０】
　一方で、実施例５で準備した基準用液晶表示装置について、前記同様に正面輝度、４０
°方向輝度、および６０°方向輝度を測定した。これらの輝度を１００とし、各実施例お
よび各比較例で得た液晶表示装置の各輝度の相対値を算出した。結果を表２に示す。
【００８１】
【表２】

【００８２】
　表２に示すとおり、実施例３および４の液晶表示装置は、比較例５のビーズ塗布型拡散
フィルムに比べて正面輝度の低下は５％未満であり、斜め方向相対輝度も高く、視野角が
改善されたことが確認された。また、実施例５の液晶表示装置は、比較例５のビーズ塗布
型拡散フィルムに比べて、正面相対輝度、４０°方向相対輝度、６０°方向相対輝度のい
ずれにおいても高いことが確認された。実施例３～５の液晶表示装置は、本発明の偏光性
拡散フィルムを設けない装置よりも正面相対輝度、４０°方向相対輝度、６０°方向相対
輝度のいずれにおいても高い値が得られ、輝度上昇と視野角改善の効果が確認された。
　一方、比較例３および比較例４の液晶表示装置は、比較例５のビーズ塗布型拡散フィル
ムに比べて、斜め方向相対輝度は高いものの正面輝度は７％以上低く、拡散フィルムとし
ての効果は限定的であることも確認された。
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【産業上の利用可能性】
【００８３】
　本発明により、製造が容易であって、フィルムの表面から入射される光から特定偏光を
効率よく透過および拡散するとともに、それとは直交する偏光を効率よく反射するフィル
ムが提供できる。このフィルムは液晶表示装置として有用である。
【図面の簡単な説明】
【００８４】
【図１】本発明の液晶表示装置の一例を示す分解図
【図２】本発明の液晶表示装置の表示機構を説明する図
【符号の説明】
【００８５】
　１０　液晶セル
　２０　上部偏光板
　２１　下部偏光板
　３０　偏光性拡散フィルム
　４０　光学素子
　５０　導光板
　６０　反射シート
　７０　光源
　１００　光源からの非偏光
　１０１　偏光Ｖ
　１０２　偏光Ｐ
　１０３　偏光Ｖ
　１０４　反射光

【図１】

【図２】
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